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は じ め に

　₂₀₁₈年₁₂月に，上海で行われた中国輸入博覧会を契機に，中国の習近平国家主席は，長江デル

タ経済統合（一体化）を国家戦略にすると対外宣言した．この構想は，決して新しいテーマではな

いものの，あえて国家戦略に昇格させたのは，中国マクロ経済の発展段階，国際貿易環境の変化，

そして中国地域経済の発展実情などの諸要因とかかわっている．世界経済成長の不確実性が高ま

る中で，持続可能な国内経済の成長を維持するために，国内の地域経済統合の促進によって，更

なる経済活性化を創出し，次第に輸出志向型成長を内需依存型成長に切り替え，すなわち，経済

成長の維持の政策目標を国内の地域政策に求めている兆しが鮮明になってきた．かつて，円高，

貿易摩擦，アジア NIESの台頭に直面した日本経済が，対応策の一つとして広域経済圏の形成に

注力したことを思い起こせば，このような政策選択は理解しやすいことである．

　地域経済の基本理論とされた移出ベース理論によれば₁），地域経済の成長をもたらしたのは，生

産物が地域外に移出された当該地域に所得を作り出す移出産業（基盤産業）であり，これにより地

域内の需要によって成立する産業（非基盤産業）が支えられ，両者の連関によって地域経済が発展

していく．しかし，移出ベース理論に沿って考えれば，基盤産業が持続的に成長を成し遂げれば

いいものの，もし基盤産業が衰退あるいは転出したりした場合には，非基盤産業も地域経済全体

も衰退傾向をたどることを示唆している．したがって，長江デルタ経済統合（一体化）の必要性と

それによって期待される成長のメカニズムを理解するには，長江デルタ地域産業構造の変化を把
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握しなければならない．

　中国国内においては，長江デルタ地域の産業経済をめぐる研究は非常に豊富である．顾朝林等

（₂₀₀₉）は，都市連合形成の角度から，上海の産業構造が製造業から現代サービス業に開発の重点

を置くべきで，伝統的な製造業を域外に転出させ，長江デルタ地域の産業構造の類似問題を緩和

しなければならないと主張した．刘志彪等（₂₀₁₂）では，都市化とグローバルバリューチェーンと

を合わせた視点から，都市化を産業構造転換の有効手段と主張し，長江デルタ地域の未来産業発

展の方向は，高付加価値の先端製造業と現代サービス業であることを強調した．類似した先行研

究は沢山あるものの，大部分の先行研究は，過去₂₀年の間で，長江デルタに属する上海，江蘇，

浙江と安徽などの各行政区の産業構造がどのように変化したか，そして産業構造の変化が各行政

区の経済発展にどのような影響を与えたかを明らかにはしなかった．

　本論文の目的は，長江デルタ経済統合を国家戦略として打ち出したマクロ的な要因，及び過去

₂₀年間における長江デルタ地域経済の産業構造変化，そしてその変化が各行政区の経済発展にど

のような影響を与えたかを明らかにすることである．産業連関の視点から，長江デルタ経済統合

の必要性を把握するために，本論文は，₁₉₉₇⊖₂₀₁₂年上海，江蘇，浙江と安徽などそれぞれのリー

ディング産業の変遷を比較分析し，対外貿易と地域間貿易に分けながら，それぞれ長江デルタ地

域の経済成長に与えた影響を分析する．分析結果に基づいて，長江デルタ地域の産業構造の異同

を洗い出し，その産業構造の変化の方向を把握することができる．論文の構成としては，まずは

長江デルタ地域経済統合戦略が提出されたマクロ的な要因を分析する．第二節では，地域産業連

関分析モデルの枠組とその適用性を説明する．第三節では，長江デルタ地域「三省一市」の経済

成長と産業構造変化の要因分析を行う．最後には，重要な分析結果を要約する．

第一節　長江デルタ経済統合戦略の背景分析

（一）中国マクロ経済発展の実況

　長期に維持されてきた中国経済の高速成長が新たな常態に入ってきた₂）．中国の₂₀₁₈年実質

GDP成長率は₆.₆％で，政府の成長率目標の₆.₅％を上回るものの，近年最も低い成長率である．

特に，四半期ベースの成長率をみれば，下降趨勢が明らかになっている．図 ₁からわかるように，

固定資産投資の成長が鈍ったことは，GDP成長率に下押しの効果をもたらした．特に，₂₀₁₈年第

₂ 四半期から，固定資産投資名目成長率が GDPの実質成長率を下回ったことは，良い面でいえ

ば，中国経済の成長は，投資依存経路から脱出しつつあり，マイナス面でいえば，景気不振で投

資主体の投資意欲を失いつつあることが窺える．

₂）　中国経済の新常態については，柯（₂₀₁₆），関（₂₀₁₆）を参照．
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　₂₀₁₈年，中国 GDP成長に対する対外貿易の寄与度がマイナス効果に転じた．表 ₁からわかるよ

うに，需要項目別の寄与度でみると，₂₀₁₈年は純輸出がマイナスに転じた影響が大きい．投資は

前年に比べて寄与度がほぼ変わらず，消費の寄与度が大幅拡大した．₂₀₁₈年の中国 GDPの実質成

長を支えていた最大要因は最終消費の成長にほかならない．固定資産投資の名目成長が鈍ったこ

とは，GDP成長率に下押しの効果をもたらしたものの，実質ベースでみれば，依然として重要な

役割を果たしている．好調な最終需要の成長を維持するには，所得水準の増加，雇用の維持及び

所得分配効率性の向上が欠かせない．今まで，海外市場依存輸出志向型の成長経路に頼って所得

水準の増加と雇用の維持を図ってきた面が大きいことを考えると，これから持続的に所得水準の

増加，雇用の維持及び所得分配効率性の向上を三位一体で実現させるためには，新たな経済成長

の戦略を構築しなければならない．

　産業構造からみれば，中国経済のサービス化，特に情報化が益々進んでいる．表 ₂からわかる

ように，業種別には，第三次産業が第二次産業を上回る伸びを示しており，産業構造が第三次産

業にシフトしている．第三次産業は，すでに金額ベースで GDPの過半を占めている．特に情報通

図 1　₂₀₁₂⊖₂₀₁₈年の中国 GDP及び固定資産投資四半期ベース成長率

出所）中国国家統計局データより作成
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信・情報技術サービスは二桁成長を達成し，経済成長の柱となっている．総じていえば，これま

での投資依存，輸出依存型に頼っていた中国経済の成長経路は，国際経済情勢の変化にともない，

明らかに成長エンジンの内生化，サービス業の質の高度化などに進路変更を図りつつある．高い

成長率を求めるよりも「質の高い発展」を志向していくには，需要構造の変化を引き起こせるよ

うな内生的な供給構造の再建が求められる．

（二）中国対外貿易環境の変化

　中米の貿易関係には政策的な不確実性が高まっている．₂₀₁₈年 ₄ 月には，米国政府が対中貿易

に対して「通商法₃₀₁条」を発動し，不公正な貿易慣行に大統領権限で制裁措置を課す方針を打ち

出し， ₆月₁₅日には，総額₅₀₀憶ドルに相当する約₁₃₀₀品目に₂₅％の関税を課し，関税賦課を行う

品目のリストを公表した．さらに， ₇月₁₁日には₂₀₀₀億ドルに相当する中国製品に₁₀％の追加関

税の検討が行われた． ₉月₂₄日から，正式に₂₀₀₀億ドルに相当する中国製品に₁₀％の追加関税が

表 1　中国 GDP四半期ベース成長に対する寄与度

指標
最終消費 総資本形成 純輸出

当期値（％） 累計値（％） 当期値（％） 累計値（％） 当期値（％） 累計値（％）
₂₀₁₈年第 ₄四半期 ₇₁.₆ ₇₆.₂ ₂₀.₄ ₃₂.₄ ⊖₈.₀ ⊖₈.₆
₂₀₁₈年第 ₃四半期 ₇₆.₉ ₇₈.₀ ₃₂.₈ ₃₁.₈ ⊖₉.₇ ⊖₉.₈
₂₀₁₈年第 ₂四半期 ₇₉.₂ ₇₈.₅ ₃₁.₅ ₃₁.₄ ⊖₁₀.₇ ⊖₉.₉
₂₀₁₈年第 ₁四半期 ₇₇.₈ ₇₇.₈ ₃₁.₃ ₃₁.₃ ⊖₉.₁ ⊖₉.₁
₂₀₁₇年第 ₄四半期 ₄₅.₉ ₅₈.₈ ₂₅.₃ ₃₂.₁ ₂₈.₈ ₉.₁
₂₀₁₇年第 ₃四半期 ₆₃.₀ ₆₄.₀ ₃₅.₁ ₃₄.₇ ₁.₉ ₁.₃

出所）中国国家統計局

表 2　₂₀₁₈年中国産業別国内総生産及び実質成長率
₂₀₁₈年中国国内総生産　　　名目値（₁₀億元） 実質成長率

第 ₁四半期 第 ₂四半期 第 ₃四半期 第 ₄四半期 第₁⊖₄四半期 第 ₄四半期 第₁⊖₄四半期
GDP ₁₉,₇₉₂ ₂₁,₉₂₉.₅₄ ₂₂,₉₄₉.₅₅ ₂₅,₃₅₉.₈₆ ₉₀,₀₃₀.₉₅ ₆.₄ ₆.₆
第一産業 ₈₅₇.₄₄ ₁,₃₀₀.₁₈ ₁,₈₂₂.₃₆ ₂,₄₉₃.₄₂ ₆,₄₇₃.₄ ₃.₅ ₃.₅
第二産業 ₇,₇₁₁.₆₇ ₉,₁₄₄.₁₅ ₉,₃₂₆.₄₇ ₁₀,₄₁₇.₈₁ ₃₆,₆₀₀.₁ ₅.₈ ₅.₈
第三産業 ₁₁,₂₂₂.₉ ₁₁,₄₈₅.₂₁ ₁₁,₈₀₀.₇₂ ₁₂,₄₄₈.₆₄ ₄₆,₉₅₇.₄₇ ₇.₄ ₇.₆
　工業 ₆,₇₈₀.₉₁ ₇,₆₁₉.₅₆ ₇,₇₁₈.₈₁ ₈,₃₉₆.₇₃ ₃₀,₅₁₆.₀₁ ₅.₇ ₆.₁
　　製造業 ₅,₈₆₆.₂₈ ₆,₆₅₀.₄₈ ₆,₆₅₇.₀₃ ₇,₃₀₈.₂₆ ₂₆,₄₈₂.₀₅ ₅.₇ ₆.₂
　建築業 ₉₅₁.₈₃ ₁,₅₄₈.₁₃ ₁,₆₃₁.₀₁ ₂,₀₄₉.₈₂ ₆,₁₈₀.₇₉ ₆.₁ ₄.₅
　卸売，小売 ₁,₉₄₂.₉₆ ₂,₀₂₁.₂₆ ₂,₁₁₃.₉₁ ₂,₃₄₁.₉₆ ₈,₄₂₀.₀₉ ₅.₅ ₆.₂
　交通運輸，倉庫及び郵政 ₈₉₃.₈₈ ₁,₀₁₈.₆₂ ₁,₀₅₉.₁₅ ₁,₀₈₃.₃₆ ₄,₀₅₅.₀₁ ₈.₇ ₈.₁
　宿泊，飲食業 ₃₇₇.₁₉ ₃₆₆.₅₉ ₄₀₈.₅₄ ₄₅₀.₀₂ ₁,₆₀₂.₃₄ ₅.₈ ₆.₅
　金融 ₁,₇₇₀.₂₁ ₁,₆₉₇.₆₂ ₁,₇₃₁.₃₅ ₁,₇₁₀.₈₁ ₆,₉₀₉.₉₉ ₆.₃ ₄.₄
　不動産 ₁,₃₈₅.₉₉ ₁,₄₉₈.₁ ₁,₄₇₉.₈₁ ₁,₆₂₀.₇₄ ₅,₉₈₄.₆₄ ₂ ₃.₈
　情報通信・情報技術サービス ₇₉₅ ₈₂₀.₆₇ ₇₆₈.₆₄ ₈₅₈.₈ ₃,₂₄₃.₁₁ ₂₉.₁ ₃₀.₇
　レンタル，対事業所サービス ₅₇₀.₂₃ ₅₇₀.₇₅ ₆₂₄.₅₂ ₆₇₇.₂₃ ₂,₄₄₂.₇₃ ₇.₃ ₈.₉
　その他サービス ₃,₄₂₃.₅ ₃,₄₀₂.₄₄ ₃,₅₁₈.₂₁ ₃,₅₇₈.₂₈ ₁₃,₉₂₂.₄₃ ₆.₄ ₆.₃

出所）中国国家統計局
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実行され，₂₀₁₉年 ₁ 月 ₁ 日から₁₀％の追加関税率を₂₅％へ引き上げることが同時に公表された．実

際，₂₀₀₀億ドルに相当する中国商品の追加関税を₂₅％までに引き上げるかどうかは，未だに中米

両国政府の貿易交渉中の事項であるものの，すでに両国の貿易関係，資本市場及び投資行動に大

きな影響を与えたことは間違いない．

　中国輸入の成長が著しく，貿易差額の均衡を図りつつある．これまで，中国が黒字貿易を長年

維持してきたが，世界貿易均衡の点から，アメリカをはじめ多くの貿易赤字国から懸念される事

項でもある．表 ₃からみれば，これまでほぼ輸出と同じレベルの成長率を維持してきた輸入が

₂₀₁₇年から成長速度を上げ，一転して輸出を大幅に上回るほどの成長率で拡大してきた．「質の高

い発展」を志向しているからには，海外から品質の良い先端技術製品を大量に輸入しなければな

らない．絶望的な貿易摩擦がない限り，この傾向はこれからも続くであろう．₂₀₁₈年に初めての

中国輸入博覧会が開催されたことからみれば，輸入拡大を通じて貿易差額の均衡を図りながら，

海外の高品質輸入品を活用し，「質の高い発展」を実現させるという政策的な意図が読み取れる．

（三）長江デルタ地域経済発展の特徴

　中国地域の分類方法を問わず，これまで中国の地域政策の目標は，概ね地域の不均衡開発戦略

によって生じた格差の是正にある．長江デルタ地域に焦点を当てれば，域内の「三省一市」，すな

わち，江蘇省，浙江省，安徽省と上海市の間では，過去の不均衡開発戦略によって生じた地域格

差の側面もあれば，先行開発地域で現れた集積不経済の特徴もある．

　長江デルタ地域は中国国内で有数の強い経済力を持っている地域の一つである．「三省一市」の

土地面積は約₃₅.₉万平方キロであり，中国の陸域面積の₃.₇％しか占めていないにもかかわらず，

₂₀₁₇年末の時点で，常住人口が約₂.₂億人に達し，中国人口の₁₆.₁％を占めており，人口密度が全

　　　　　　　　　　　表 3　₂₀₀₉⊖₂₀₁₈年中国輸出入貿易額及び成長率 （単位：百万ドル）　

年月 輸出入累積
額 輸出累積額 輸入累積額 貿易差額累

積額
輸出入累積
額成長率

輸出累積額
成長率

輸入累積額
成長率

₁₂/₂₀₀₉ ₂,₂₀₇,₅₃₅ ₁,₂₀₁,₆₁₂ ₁,₀₀₅,₉₂₃ ₁₉₅,₆₈₉ ⊖₁₃.₉％ ⊖₁₆.₀％ ⊖₁₁.₂％
₁₂/₂₀₁₀ ₂,₉₇₄,₀₀₁ ₁,₅₇₇,₇₅₄ ₁,₃₉₆,₂₄₇ ₁₈₁,₅₀₇ ₃₄.₇％ ₃₁.₃％ ₃₈.₈％
₁₂/₂₀₁₁ ₃,₆₄₁,₈₆₅ ₁,₈₉₈,₃₈₁ ₁,₇₄₃,₄₈₄ ₁₅₄,₈₉₈ ₂₂.₅％ ₂₀.₃％ ₂₄.₉％
₁₂/₂₀₁₂ ₃,₈₆₇,₁₁₉ ₂,₀₄₈,₇₁₄ ₁,₈₁₈,₄₀₅ ₂₃₀,₃₀₉ ₆.₂％ ₇.₉％ ₄.₃％
₁₂/₂₀₁₃ ₄,₁₅₈,₉₉₃ ₂,₂₀₉,₀₀₄ ₁,₉₄₉,₉₈₉ ₂₅₉,₀₁₅ ₇.₅％ ₇.₈％ ₇.₂％
₁₂/₂₀₁₄ ₄,₃₀₁,₅₂₇ ₂,₃₄₂,₂₉₃ ₁,₉₅₉,₂₃₅ ₃₈₃,₀₅₈ ₃.₄％ ₆.₀％ ₀.₅％
₁₂/₂₀₁₅ ₃,₉₅₃,₀₃₃ ₂,₂₇₃,₄₆₈ ₁,₆₇₉,₅₆₄ ₅₉₃,₉₀₄ ⊖₈.₁％ ⊖₂.₉％ ⊖₁₄.₃％
₁₂/₂₀₁₆ ₃,₆₈₅,₅₅₇ ₂,₀₉₇,₆₃₁ ₁,₅₈₇,₉₂₆ ₅₀₉,₇₀₅ ⊖₆.₈％ ⊖₇.₇％ ⊖₅.₅％
₁₂/₂₀₁₇ ₄,₁₀₇₁,₃₈ ₂,₂₆₃,₃₄₅ ₁,₈₄₃,₇₉₃ ₄₁₉,₅₅₂ ₁₁.₄％ ₇.₉％ ₁₆.₁％
₁₂/₂₀₁₈ ₄,₆₂₂,₉₅₀ ₂,₄₈₇,₀₄₄ ₂,₁₃₅,₉₀₆ ₃₅₁,₁₃₈ ₁₂.₆％ ₉.₉％ ₁₅.₈％

出所）中国海関総署統計
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国人口密度の ₄倍を上回った．域内生産額でいえば，₂₀₁₇年末の時点で約₁₉.₅兆元に上り，中国

GDPの₂₃.₆％を占めている．同期の域内固定資産投資総額，消費財小売り総額及び輸出総額が，

それぞれ約₁₂.₁兆元，₇.₉兆元と₅.₉兆元に達し，それぞれ中国全体の₁₈.₈％，₂₁.₆％と₃₈.₆％を占め

ている．

　長江デルタ域内の行政地域間における経済規模の格差が拡大している．表 ₄からわかるように，

₂₀₀₀年の時点で安徽，上海と浙江に対しては，江蘇省の経済規模が，それぞれ，₂.₈₂倍，₁.₈₉倍と

₁.₄₂倍であったが，₂₀₁₇年の時点では，それぞれ，₃.₁₈倍，₂.₈倍と₁.₆₇倍まで拡大した．域内にお

いては，域内総生産額に占める上海と浙江の比重が低下し，江蘇と安徽の同比重が上昇した．

　上海への人口移入が最も速い成長率で展開しているのにともない，経済成長の潜在能力が次第

に衰退しつつある．表 ₄の年末常住人口からみれば，上海の₂₀₀₀⊖₂₀₁₇年平均成長率が₃.₆％であ

り，長江デルタ地域内では最も大きな値である．₂₀₁₇年の時点で，地域総生産額を常住人口で割

れば，上海の一人当たり生産額が₁₂.₅万元を超え，江蘇の₁₀.₇万元と浙江の₉.₂万元を上回り，依然

と域内第 ₁位となっている．また，上海の都市部住民可処分所得と農村部住民可処分所得をみて

も，それぞれ₆.₃万元と₂.₈万元であり，両方とも域内第 ₁位を占めている．しかし，₂₀₀₀⊖₂₀₁₇年

平均成長率でみれば，上海のすべての経済指標が最も低い成長率を示している．

　土地及び住宅価格の高騰が上海経済の潜在的な成長能力の発揮を阻んでいる．図 ₂の住宅価格

は住宅販売総額を住宅販売総面積で割って得られたものである．そして，上海市とその周辺都市

住宅価格指数は，₂₀₀₂年上海市の住宅価格を基準値 ₁として，暦年上海市とその周辺都市の住宅

価格を指数化したものである．図 ₂からわかるように，そもそも周辺都市の住宅価格と比べれば，

上海の住宅価格が割高であったものの，₂₀₀₈年から，上海の住宅価格がより一層加速的に上昇し，

₂₀₁₇年の時点で ₂倍または ₃倍ほどの格差が表れてきた．生産要素コストの面で考えれば，上海

表 4　₂₀₀₀年と₂₀₁₇年長江デルタ地域「三省一市」の発展概況
行政地域 上海 江蘇 浙江 安徽

指標 ₂₀₀₀ ₂₀₁₇ 平均
成長率 ₂₀₀₀ ₂₀₁₇ 平均

成長率 ₂₀₀₀ ₂₀₁₇ 平均
成長率 ₂₀₀₀ ₂₀₁₇ 平均

成長率
年末常住人口（万人） ₁₃₂₁.₆₃ ₂₄₁₈ ₃.₆％ ₇₃₂₇.₂₄ ₈₀₂₉ ₀.₅％ ₄₅₀₁.₂₂ ₅₆₅₇ ₁.₄％ ₆₀₉₃ ₆₂₅₅ ₀.₂％
地域総生産（億元） ₄₅₅₁.₁₅ ₃₀₆₃₂.₉₉ ₁₁.₉％ ₈₅₈₂.₇₃ ₈₅₈₆₉.₇₆ ₁₄.₅％ ₆₀₃₆.₃₄ ₅₁₇₆₈.₂₆ ₁₃.₅％ ₃₀₃₈.₂₄ ₂₇₀₁₈ ₁₃.₇％
　第一次産業 ₈₃.₂ ₁₁₀.₇₈ ₁.₇％ ₁₀₃₁.₁₇ ₄₀₄₅.₁₆ ₈.₄％ ₆₆₄.₁₆ ₁₉₃₃.₉₂ ₆.₅％ ₇₃₂.₁₉ ₂₅₈₂.₂₇ ₇.₇％
　第二次産業 ₂₁₆₃.₆₈ ₉₃₃₀.₆₇ ₉.₀％ ₄₄₃₅.₈₉ ₃₈₆₅₄.₈₇ ₁₃.₆％ ₃₁₈₃.₄₇ ₂₂₂₃₂.₀₈ ₁₂.₁％ ₁₂₉₆.₃₁ ₁₂₈₃₈.₂₈ ₁₄.₄％
　第三次産業 ₂₃₀₄.₂₇ ₂₁₁₉₁.₅₄ ₁₃.₉％ ₃₁₁₅.₆₇ ₄₃₁₆₉.₇₃ ₁₆.₇％ ₂₁₈₈.₇₁ ₂₇₆₀₂.₂₆ ₁₆.₁％ ₁₀₀₉.₇₃ ₁₁₅₉₇.₄₅ ₁₅.₄％
　 消費財小売り総額
（億元） ₁₇₂₂.₃ ₁₁₈₃₀.₃ ₁₂.₀％ ₂₆₀₄.₁ ₃₁₇₃₇.₄ ₁₅.₈％ ₂₂₉₈.₈ ₂₄₃₀₈.₅ ₁₄.₉％ ₁₀₅₄.₃ ₁₁₁₉₂.₆ ₁₄.₉％

　 固定資産投資
　（億元） ₁₈₆₉.₃₈ ₇₂₄₆.₆ ₈.₃％ ₂₅₆₉.₉₇ ₅₃₂₇₇ ₁₉.₅％ ₂₃₄₉.₉₅ ₃₁₆₉₆ ₁₆.₅％ ₈₀₃.₉₇ ₂₉₂₇₅.₁ ₂₃.₅％

　 輸出総額（億ドル） ₆₁₅.₇₂ ₁₉₃₆.₄ ₇.₀％ ₁₉₈.₆₈ ₃₆₃₀.₃ ₁₈.₆％ ₁₉₄.₄₄ ₂₈₆₇.₉ ₁₇.₂％ ₂₁.₇₂₀₆ ₃₀₆ ₁₆.₈％
都市部住民可処分
所得（元） ₁₁₇₁₈.₀₁ ₆₂₅₉₅.₇ ₁₀.₄％ ₆₈₀₀.₂₃ ₄₃₆₂₁.₈ ₁₁.₆％ ₉₂₇₉.₁₆ ₅₁₂₆₀.₇ ₁₀.₆％ ₅₂₉₃.₅₅ ₃₁₆₄₀.₃ ₁₁.₁％

農村部住民可処分
所得（元） ₅₅₉₆.₃₇ ₂₇₈₂₅ ₉.₉％ ₃₅₉₅.₀₉ ₁₉₁₅₈ ₁₀.₃％ ₄₂₅₃.₆₇ ₂₄₉₅₅.₈ ₁₁.₀％ ₁₉₃₄.₅₇ ₁₂₇₅₈.₂ ₁₁.₇％

出所）₂₀₀₁年と₂₀₁₈年「三省一市」それぞれの統計年鑑．
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はすでに低付加価値産業立地の不適地になっていることがわかる．

第二節　地域産業連関分析モデル

　本論文において産業構造は，主に経済発展の過程の中で形成され，各産業間の相互連関及び数

量的な比例関係を指すものである．産業構造の高度化の特徴は，技術進歩を成し遂げることにと

もない，リーディング産業が次第に技術集約型産業へ変わりつつあることである．通常，一つの

経済体の産業構造はその経済体内部の各サブシステムの産業構造の集計を表すことが多く，例え

ば中国を一つの経済体と見なせば，その産業構造は，実際，₃₄の行政省または直轄市の産業構造

の集計を表している．言い換えれば，中国の産業構造は，中国内部の地域空間の峻別が省かれた

ものである．

　事実，中国の東部，中部及び西部地域の自然条件，要素賦存などそれぞれ異なり，各行政区独

自の比較優位，地域間分業が形成され，各地域における各産業の立地がそれぞれ異なる形態に

なっている．地域レベルでいえば，各地域の産業構造は，二つの意味を持ち，各自の行政範囲内

では，自らが一つの経済体としての経済発展の過程の中で形成されて各産業間の相互連関及び数

量的な比例関係を指すものであり，国民経済全体の範疇では，自らがその他の地域間との産業連

関の関係をも表すものである．長江デルタ地域の経済統合を実現させるためには，上海，江蘇，

浙江及び安徽などの行政区の産業構造をより効率的に調整し，長江デルタ地域間経済の協力発展

の乗数効果を高めることを目指すべきである．

図 2　上海市とその周辺都市の住宅価格指数の推移

出所）中国不動産年鑑より作成．
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　経済理論からいえば，本論文の主な研究内容と分析方法は，地域科学あるいは地域経済学の範

疇に属する．アイサード（Isard）の地域科学理論によれば，地域は一定の構造及び機能を有する

経済空間である．地域内部の一致性と地域間の差異性により，地域の間には相互作用と相互依存

が成り立ち，地域システムが形成されている．資本，労働などの生産要素が地域の間で自由に移

動することができると想定すれば，資本の行き先及び産業構造の変化が地域の間で労働要素の移

動及び産業連関関係の変化を誘発することになる．そして，労働要素の移動によりもたらされた

地域間所得分配の変化が地域間の需要構造の変化を引き起こすことになる．同時に，中間投入の

需要構造の変化によりもたらされた地域間の産業連関効果も地域間の需要構造の変化を引き起こ

す要因の一つである．地域間の需要構造の変化がさらに産業集積や労働要素の移動を誘発するこ

とになり，巡りめぐって地域間における循環的累積効果が形成される．

　上述の地域間経済循環の研究を実現させるために，初めてアイサード（₁₉₅₁）が産業連関（I-O）

分析のフレームワークを空間経済学の研究に活用し，地域科学の発展の礎を築いた．地域産業連

関表は，地域経済における生産物の産業間の交易を通じてみた産業間の相互関係を把握するため

に作成される． ₁地域を対象に当該地域内の産業間の交易を記録した「地域内産業連関表」と，₂

地域以上を対象にして地域間・産業間の交易を記録した「地域間産業連関表」の ₂種類がある．地

域産業連関表では，地域間交易を，輸入または輸出に対応して移入または移出という部門を設け

る．また，全国産業連関表の競争輸入方式と非競争輸入方式があるのに対応して，地域表におけ

る移入の扱いにも競争移入方式と非競争移入方式とがある₃）．

　産業連関の視点から，経済成長の要因分析を行う基本モデルは，比例成長からの乖離（DPG; 

Deviation from Proportional Growth）モデルである．すなわち，産業構造の変化の主役としての主

導産業を特定してその主導産業の成長を誘発した要因を，国内最終需要，輸出，輸入代替，及び

技術変化（投入係数行列の変化）によって説明する方法である．DPGモデルは，競争輸入型産業連

関表，あるいは非競争輸入型産業連関表を利用するかによって ₂つに分けられる₄）．一方，中国で

は地域間産業連関表が公表されていないので，本論文は，上海，江蘇，浙江及び安徽などの行政

区の産業構造を比較分析するためには，中国国務院発展研究センターにより推計された₁₉₉₇年，

₂₀₀₇年及び₂₀₁₂年の上海，江蘇，浙江及び安徽それぞれの地域競争移入方産業連関表を使用す

る₅）．したがって，応用する産業連関分析モデルを以下のように示すことができる．

Xr＝ArXr＋Fr＋Zr＋Er－Nr－Mr

＝ArXr＋Fr＋Zr＋Er－（NrArXr＋NrFr）－（MrArXr＋MrFr）� （1）　

‹ ‹ ‹ ‹

₃ ）　地域産業連関表の解説については，宮沢（₁₉₈₄）₁₂₁⊖₁₂₂頁．
₄）　DPGモデルの解説については，徐（₂₀₁₃）を参照．
₅）　中国の地域競争移入方産業連関表の作成については，李（₂₀₁₀），李（₂₀₁₅），李（₂₀₁₈）を参照．
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　ただし，Xrは r地域各部門の域内生産額の列ベクトル，Arは r地域中間投入係数のマトリクス，

Frは r地域各部門の域内最終需要額の列ベクトル，Zrは r地域各部門の移出額の列ベクトル，Er

は r地域各部門の輸出額の列ベクトル，Nrは r地域各部門の移入額の列ベクトル，Mrは r地域各

部門の輸入額の列ベクトル，Nrは r地域各部門の移入係数（移入額 /（r地域の中間需要額＋ r地域

域内の最終需要額））を対角に並べたマトリクス，Mrは r地域各部門の輸入係数（輸入額 /（r地域

の中間需要額＋ r地域域内の最終需要額））を対角に並べたマトリクスであることを表す．

　（ ₁）式を域内生産額について解くと産業連関モデルによる均衡生産決定式が得られる．

Xr=［I－（I－Mr－Nr）Ar］－1［（I－Mr－Nr）Fr＋Zr＋Er］� （2）　

　ただし，Iは単位行列であり，［I－（I－Mr－Nr）Ar］－₁は［I－（I－Mr－Nr）Ar］の逆行列を表し，

r地域のレオンチェフ逆行列である．

　DPG分析を産業連関分析のモデル式で表せば，次のように定義される．

ΔXr＝X2r－αX1r� （3）　

　ただし，Δ Xrは r地域の各産業の DPGを表すベクトルである．X₁r，X₂rは r地域の各産業の第

₁期と第 ₂期の域内生産額を表すベクトルである．αは r地域の各産業の域内生産額合計（あるい

は平均）の成長倍率を表すスカラーである．

　（ ₂）式を（ ₃）式に代入し，整理すれば，DPGを説明するモデル式になる．

ΔXr＝L2r（I－M2
r－N2

r）（F2r－αF1r）＋L2r（Z2r－αZ1r）＋L2r（E2r－αE1r）

　　 ＋L2r（I－M2
r－N2

r）（A2r－A1r）αX1r＋L2r（M1
r－M2

r）α（F1r＋A1r X1r）

　　 ＋L2r（N1
r－N2

r）α（F1r＋A1rX1r）

　　＝L2r（I－M2
r－N2

r）∂c＋L2r（I－M2
r－N2

r）∂q＋L2r∂z＋L2r∂e

　　 ＋L2r（I－M2
r－N2

r）（A2r－A1r）αX1r＋L2r（M1
r－M2

r）α（F1r＋A1rX1r）

　　 +L2rN1
r－N2

r）α（F1r＋A1r X1r）� （4）　

　ただし，L₂rは［I－（I－Mr－Nr）A₂r］－₁を表し，第 ₂期の r地域のレオンチェフ逆行列であり，

M₂
rは第 ₂期の r地域各部門の輸入係数を対角に並べたマトリクスである．記号∂については，例

えば消費については，∂c＝c₂r－αc₁r等で表している．右辺第 ₁項から第 ₄項までは，それぞれ消

費，投資，移出，輸出，各需要項目の成長速度が，産業に対する総需要の平均成長速度と異なる

ことから生じる DPG，第 ₅項投入係数の変化から生じる DPG，第 ₆項は需要項目と中間投入の

輸入依存度の変化（輸入代替の変化）から生じる DPG，第 ₇項は需要項目と中間投入の移入依存

度の変化（移入代替の変化）から生じる DPGを表す．

　地域産業連関表のデータを使って上記の方法を実行すれば，計測される DPGの単位は万元単位

‹

‹

‹ ‹ ‹ ‹
‹ ‹ ‹ ‹

‹ ‹
‹ ‹ ‹ ‹

‹ ‹
‹ ‹ ‹ ‹

‹ ‹ ‹ ‹

‹ ‹
‹ ‹
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である．同様に，各要因の寄与程度も万元単位で測られている．しかし，何の産業が相対的に拡

大あるいは縮小し，どの要因が相対的に大きかったかということに注目する限り，万元単位と

いった絶対的な尺度で測る必要は必ずしもない．そこで，DPGをそのプラスの値の合計が₁₀₀，マ

イナスの合計が－₁₀₀になるように相対化し，各要因の寄与程度もこの相対尺度で示すことができ

る．したがって，以下の内容は，相対化された DPGを用いて分析を展開する．

第三節　長江デルタ「三省一市」の経済成長と産業構造変化の要因分析

　表 ₅の₁₉₉₇⊖₂₀₁₂年上海市各部門の域内生産額 DPGからみれば，情報・通信機械・電子部品，

対事業・対個人サービス，運輸業・郵便，研究・教育・医療・スポーツと商業の迅速な発展は，

₁₉₉₇⊖₂₀₁₂年上海経済発展と産業構造の変化を促した重要な部門であり，その域内生産額 DPGが

それぞれ₁₆.₉，₁₆.₇，₃₃.₁，₇.₆と₁₄.₅に達した．中でも，対事業・対個人サービスは，最も成長の

速い部門となった．成長の誘発要因からみれば，中間投入変化要因（₁₉.₉）を除き，域外への移出

要因（₁₃.₄）も対事業・対個人サービスの成長を大きく誘発したことがわかる．また，運輸業・郵

便と商業の発展も域外への移出要因に依存し，移出要因がそれぞれ₂₂と₁₃に達した．当然，輸出

要因は，上海の情報・通信機械・電子部品の成長を後押しした最大要因であるものの，上海の製

造業全体からみれば，域外への移出要因の誘発力がより強くなった．すなわち，上海の産業構造

にはサービス化が呈しただけではなく，成長経路がすでに国内市場依存に変わりつつあることが

明らかになっている

　表 ₆と表 ₅を比較してみれば，₁₉₉₇⊖₂₀₀₇年の間では，輸出要因が上海の経済成長にとってとて

も重要な役割を果たし，特に製造業の成長に決定的な影響を与えたことがわかる．例えば，その

間，情報・通信機械・電子部品は，重要なリーディング産業（生産額 DPG：₃₈.₆）であり，輸出要

因（₂₇.₃）が域外への移出要因（₁₇.₆）をも上回って最大の誘発要因となった．そのほか，輸出要

因が，化学製品（₄.₂），鉄鋼・非鉄金属（₈.₂），一般機械（₇.₂），輸送機械（₁₄.₄）及び電気機械

（₈.₅）など上海の製造業の発展を支えていた．総じていえば，₁₉₉₇⊖₂₀₀₇年の間，上海の製造業が

情報・通信機械・電子部品をはじめ，規模の経済性に基づいた比較優位を利かせ，その間の上海

経済の向上を牽引していた．

　表 ₇の分析結果をみれば，₂₀₀₈年の世界金融危機以降，主要な先進国の需要不振が長く続いた

ことが上海製造業発展の足かせになり，輸出要因が製造業の成長を牽引することができなくなっ

た．その代わりに，上海の産業構造がより一層第三次産業に偏り，輸出依存型の発展経路から国

内域外への移出依存型に進路変更を加速させた．例えば，その間，商業，対事業・対個人サービ

スおよび運輸業・郵便は大きなリーディング産業であり，域外への移出要因は商業（₂₇.₂），対事

業・対個人サービス（₂₁.₈）及び運輸業・郵便（₂₉）にとって最大の誘発要因である．上海の都市計
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表
5
　
₁₉
₉₇
⊖₂
₀₁
₂年
，
上
海
市
経
済
成
長
の

D
PG
要
因
分
析

₁₉
₉₇
⊖₂
₀₁
₂

D
PG

農
村
部
家
計
消

費
要
因

都
市
部
家
計
消

費
要
因

政
府
消
費
要
因

投
資
要
因

域
外
移
出

輸
出
要
因

そ
の
他
要
因

域
外
移
入

輸
入
代
替
要
因
中
間
投
入
変
化

要
因

₁
農
林
水
産
業

⊖₄
.₄
₄

⊖₀
.₂
₈

⊖₀
.₂
₅

₀.
₀₃

⊖₀
.₁
₄

⊖₀
.₂
₁

⊖₀
.₂
₇

⊖₀
.₀
₂

₀.
₆₁

⊖₂
.₆
₁

⊖₁
.₃
₁

₂
石
炭

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₃₁

⊖₀
.₃
₁

₀.
₀₀

₃
原
油
・
天
然
ガ
ス

₀.
₀₅

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₄

₀.
₀₀

₀.
₀₀

⊖₀
.₉
₄

₀.
₉₄

₀.
₀₁

₄
金
属
鉱
物

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₇

₀.
₄₀

⊖₀
.₀
₁

⊖₀
.₀
₂

₁.
₅₈

⊖₀
.₁
₅

⊖₁
.₈
₆

₅
非
金
属
鉱
物

⊖₀
.₀
₁

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₁

₀.
₀₀

₀.
₀₂

₀.
₀₀

⊖₀
.₀
₆

₀.
₀₃

₀.
₀₁

₆
飲
食
料
品

⊖₃
.₆
₁

⊖₀
.₀
₇

⊖₀
.₁
₀

₀.
₀₀

₀.
₀₁

₅.
₇₄

⊖₁
.₈
₇

⊖₀
.₀
₃

⊖₅
.₂
₆

⊖₁
.₉
₇

⊖₀
.₀
₅

₇
繊
維
工
業
製
品

⊖₁
₅.
₇₃

₀.
₀₃

₀.
₀₁

₀.
₀₀

⊖₀
.₀
₁

⊖₁
.₄
₀

⊖₃
.₇
₀

₀.
₂₃

⊖₁
₁.
₇₆

⊖₀
.₅
₉

₁.
₄₆

₈
衣
服
・
そ
の
他
の
繊
維
既
製
品

⊖₇
.₇
₁

₀.
₀₆

₀.
₃₀

₀.
₀₀

⊖₀
.₀
₂

₁.
₄₀

⊖₄
.₂
₇

⊖₀
.₁
₃

⊖₃
.₆
₆

⊖₀
.₉
₁

⊖₀
.₄
₉

₉
製
材
・
木
製
品
及
び
家
具
製
造
業

⊖₀
.₂
₀

₀.
₀₀

⊖₀
.₀
₁

₀.
₀₀

⊖₀
.₀
₅

₀.
₇₃

₀.
₅₄

₀.
₀₁

⊖₁
.₀
₆

⊖₀
.₃
₃

⊖₀
.₀
₃

₁₀
パ
ル
プ
・
紙
・
印
刷

⊖₂
.₄
₅

⊖₀
.₀
₃

₀.
₃₁

₀.
₀₃

₀.
₂₆

₁.
₂₆

⊖₀
.₈
₉

⊖₀
.₄
₅

₀.
₇₇

⊖₁
.₇
₆

⊖₁
.₉
₃

₁₁
石
油
・
石
炭
製
品
及
び
核
燃
料

₁.
₈₄

₀.
₀₀

₀.
₂₉

₀.
₀₀

₀.
₁₇

₂.
₅₄

₀.
₉₇

₀.
₀₀

⊖₃
.₈
₅

⊖₀
.₇
₆

₂.
₄₆

₁₂
化
学
製
品

⊖₁
₆.
₄₀

⊖₀
.₀
₅

₀.
₀₈

₀.
₀₉

⊖₀
.₀
₂

₆.
₄₇

₁.
₉₉

₀.
₀₂

⊖₇
.₃
₃

⊖₁
₆.
₈₂

⊖₀
.₈
₃

₁₃
窯
業
・
土
石
製
品

⊖₃
.₇
₉

₀.
₀₀

₀.
₀₄

₀.
₀₀

⊖₀
.₈
₇

₁.
₃₃

₀.
₁₁

₀.
₃₃

⊖₃
.₇
₇

⊖₀
.₄
₀

⊖₀
.₅
₇

₁₄
鉄
鋼
・
非
鉄
金
属

⊖₁
₇.
₀₂

₀.
₀₀

₀.
₀₂

₀.
₀₀

⊖₀
.₅
₂

₀.
₄₈

₀.
₃₂

₀.
₄₇

⊖₁
₁.
₀₃

⊖₇
.₂
₂

₀.
₄₅

₁₅
金
属
製
品

⊖₅
.₉
₆

⊖₀
.₀
₅

⊖₀
.₀
₉

₀.
₁₀

₀.
₂₄

⊖₀
.₂
₁

₀.
₀₇

⊖₀
.₀
₈

⊖₃
.₁
₁

⊖₀
.₂
₇

⊖₂
.₅
₅

₁₆
一
般
機
械

⊖₀
.₉
₆

₀.
₀₀

⊖₀
.₀
₁

⊖₀
.₀
₁

₁.
₈₉

₁₁
.₉
₄

₄.
₉₂

₀.
₁₇

⊖₈
.₂
₈

⊖₁
₁.
₈₈

₀.
₃₀

₁₇
輸
送
機
械

⊖₂
.₀
₃

⊖₀
.₀
₃

₀.
₁₉

₀.
₀₀

⊖₁
.₁
₇

₁₅
.₀
₃

₁.
₇₀

⊖₀
.₀
₅

⊖₁
₀.
₆₆

⊖₆
.₅
₉

⊖₀
.₄
₄

₁₈
電
気
機
械

⊖₈
.₂
₄

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₁

₀.
₇₀

₁.
₉₈

⊖₀
.₀
₁

⊖₈
.₀
₁

⊖₂
.₈
₉

⊖₀
.₀
₂

₁₉
情
報
・
通
信
機
械
・
電
子
部
品

₁₆
.₉
₂

₀.
₀₂

₀.
₀₃

₀.
₀₀

₀.
₀₉

₅.
₉₄

₂₁
.₄
₀

₀.
₁₀

⊖₆
.₀
₉

⊖₃
.₇
₅

⊖₀
.₈
₃

₂₀
精
密
機
械
及
び
事
務
用
機
器

⊖₂
.₂
₃

₀.
₀₁

⊖₀
.₃
₁

⊖₀
.₁
₀

₁.
₂₂

₁.
₄₅

⊖₀
.₁
₀

₀.
₀₈

⊖₁
.₃
₅

⊖₄
.₆
₂

₁.
₄₈

₂₁
そ
の
他
の
製
造
業

⊖₃
.₆
₉

₀.
₀₁

₀.
₀₁

₀.
₀₀

₀.
₀₃

⊖₀
.₀
₅

⊖₀
.₄
₉

₀.
₀₀

⊖₃
.₀
₁

₀.
₀₇

⊖₀
.₂
₅

₂₂
電
力
・
熱
供
給

₁.
₅₄

⊖₀
.₁
₃

₀.
₂₃

₀.
₀₄

₀.
₀₃

₁.
₁₂

₀.
₄₉

₁.
₇₇

⊖₃
.₃
₆

⊖₂
.₃
₄

₃.
₇₀

₂₃
ガ
ス

₁.
₀₆

₀.
₀₁

₀.
₁₁

₀.
₀₀

⊖₀
.₀
₁

₀.
₁₁

₀.
₀₁

₀.
₀₂

₀.
₁₈

⊖₀
.₂
₃

₀.
₈₆

₂₄
水
道

⊖₀
.₄
₂

₀.
₀₁

⊖₀
.₁
₃

₀.
₀₀

₀.
₀₀

⊖₀
.₁
₁

₀.
₀₁

₀.
₀₀

⊖₀
.₂
₆

⊖₀
.₀
₄

₀.
₁₁

₂₅
建
設

⊖₅
.₁
₁

₀.
₀₂

₀.
₆₉

₀.
₀₀

⊖₂
₂.
₃₅

₂.
₃₇

₀.
₁₀

₇.
₁₁

₄.
₅₀

₀.
₀₇

₂.
₃₇

₂₆
運
輸
業
・
郵
便

₁₆
.₇
₀

₀.
₀₄

⊖₀
.₀
₁

⊖₀
.₀
₂

₀.
₀₅

₂₂
.₀
₃

₂.
₀₆

⊖₀
.₀
₄

⊖₁
.₅
₁

⊖₅
.₂
₈

⊖₀
.₆
₂

₂₇
商
業

₁₄
.₄
₇

⊖₀
.₅
₄

₀.
₂₀

₀.
₁₃

⊖₁
.₃
₉

₁₂
.₈
₈

₃.
₇₇

⊖₀
.₁
₉

⊖₀
.₂
₀

⊖₃
.₄
₉

₃.
₂₉

₂₈
金
融
・
保
険

₀.
₈₄

⊖₀
.₃
₆

₁.
₆₁

₀.
₀₄

₀.
₃₀

₀.
₀₈

₀.
₉₁

⊖₀
.₈
₀

⊖₂
.₃
₉

⊖₂
.₆
₁

₄.
₀₆

₂₉
不
動
産

₄.
₁₇

⊖₀
.₁
₃

₀.
₉₉

₀.
₀₁

₄.
₂₀

⊖₀
.₅
₇

₀.
₃₃

⊖₀
.₁
₄

⊖₂
.₂
₇

⊖₀
.₃
₆

₂.
₁₀

₃₀
対
事
業
・
対
個
人
サ
ー
ビ
ス

₃₃
.₁
₅

⊖₀
.₄
₀

₂.
₇₉

⊖₀
.₂
₄

₁.
₅₂

₁₃
.₃
₇

₅.
₉₃

⊖₀
.₁
₃

⊖₅
.₉
₄

⊖₃
.₇
₁

₁₉
.₉
₅

₃₁
研
究
・
教
育
・
医
療
・
ス
ポ
ー
ツ

₇.
₆₁

⊖₀
.₀
₁

₁.
₁₂

₃.
₉₁

⊖₀
.₀
₉

₄.
₀₈

₀.
₈₀

₀.
₂₃

₀.
₅₈

⊖₂
.₉
₄

⊖₀
.₀
₇

₃₂
公
務

₁.
₆₆

₀.
₀₀

₀.
₆₂

⊖₀
.₈
₂

₀.
₀₁

₀.
₁₀

⊖₀
.₀
₄

₀.
₁₄

₁.
₁₄

₀.
₂₀

₀.
₃₁

合
計

₀.
₀₀

⊖₁
.₈
₈

₈.
₇₃

₃.
₂₁

⊖₁
₆.
₅₆

₁₀
₉.
₀₄

₃₆
.₈
₂

₈.
₅₉

⊖₉
₅.
₄₉

⊖₈
₃.
₅₁

₃₁
.₀
₅

出
所
）
筆
者
作
成
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₁₉
₉₇
⊖₂
₀₀
₇年
，
上
海
市
経
済
成
長
の

D
PG
要
因
分
析

₁₉
₉₇
⊖₂
₀₀
₇

D
PG

農
村
部
家
計
消

費
要
因

都
市
部
家
計
消

費
要
因

政
府
消
費
要
因

投
資
要
因

域
外
移
出

輸
出
要
因

そ
の
他
要
因

域
外
移
入

輸
入
代
替
要
因
中
間
投
入
変
化

要
因

₁
農
林
水
産
業

⊖₄
.₁
₅

⊖₀
.₂
₂

₀.
₄₁

₀.
₀₁

⊖₀
.₁
₁

⊖₀
.₆
₀

⊖₀
.₀
₂

₀.
₀₀

₁.
₆₉

⊖₄
.₁
₈

⊖₁
.₁
₂

₂
石
炭

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₅.
₁₄

⊖₅
.₁
₄

₀.
₀₀

₃
原
油
・
天
然
ガ
ス

₀.
₂₂

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₁₀

₀.
₀₂

₀.
₀₁

₂.
₀₅

⊖₂
.₀
₀

₀.
₀₄

₄
金
属
鉱
物

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

⊖₀
.₆
₄

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₆₁

₀.
₀₃

₀.
₀₀

₅
非
金
属
鉱
物

⊖₀
.₀
₁

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₁.
₃₂

⊖₁
.₃
₃

₀.
₀₀

₆
飲
食
料
品

⊖₅
.₁
₆

⊖₀
.₈
₇

⊖₁
.₉
₅

₀.
₀₀

₀.
₀₆

⊖₁
.₆
₁

₀.
₈₈

⊖₀
.₁
₀

₁.
₁₆

⊖₂
.₆
₄

⊖₀
.₁
₀

₇
繊
維
工
業
製
品

⊖₁
₄.
₇₃

⊖₀
.₀
₇

⊖₀
.₁
₃

₀.
₀₀

⊖₀
.₀
₁

⊖₁
.₆
₂

⊖₇
.₁
₉

⊖₀
.₂
₄

⊖₂
.₀
₁

⊖₁
.₅
₀

⊖₁
.₉
₇

₈
衣
服
・
そ
の
他
の
繊
維
既
製
品

⊖₇
.₂
₇

⊖₀
.₁
₂

⊖₀
.₈
₀

₀.
₀₀

⊖₀
.₀
₃

₂.
₃₀

⊖₆
.₇
₉

₀.
₂₀

⊖₂
.₁
₄

₀.
₁₈

⊖₀
.₀
₈

₉
製
材
・
木
製
品
及
び
家
具
製
造
業

₀.
₆₃

⊖₀
.₀
₆

⊖₀
.₃
₂

₀.
₀₀

₀.
₀₃

⊖₀
.₀
₆

₁.
₀₅

₀.
₀₈

₁.
₉₅

⊖₀
.₁
₆

⊖₁
.₉
₀

₁₀
パ
ル
プ
・
紙
・
印
刷

⊖₃
.₄
₆

⊖₀
.₁
₀

⊖₀
.₄
₂

₀.
₀₅

₀.
₀₇

⊖₀
.₆
₃

⊖₀
.₉
₅

⊖₀
.₄
₂

₂.
₉₄

⊖₁
.₂
₅

⊖₂
.₇
₆

₁₁
石
油
・
石
炭
製
品
及
び
核
燃
料

₃.
₈₀

⊖₀
.₀
₅

₀.
₁₅

₀.
₀₂

⊖₀
.₁
₀

₄.
₇₂

₀.
₈₉

⊖₀
.₀
₃

₀.
₀₃

⊖₃
.₂
₃

₁.
₄₀

₁₂
化
学
製
品

⊖₁
₂.
₂₈

⊖₀
.₃
₉

₀.
₁₈

₀.
₃₃

⊖₀
.₅
₉

⊖₇
.₁
₃

₄.
₁₇

₀.
₅₅

⊖₃
.₂
₆

⊖₅
.₃
₄

⊖₀
.₈
₀

₁₃
窯
業
・
土
石
製
品

⊖₂
.₉
₁

⊖₀
.₀
₁

⊖₀
.₀
₄

₀.
₀₁

⊖₂
.₁
₃

₀.
₆₈

₀.
₅₅

₀.
₇₉

⊖₁
.₇
₇

₀.
₂₂

⊖₁
.₂
₂

₁₄
鉄
鋼
・
非
鉄
金
属

⊖₈
.₂
₃

⊖₀
.₀
₃

⊖₀
.₀
₁

₀.
₀₁

⊖₁
.₉
₆

⊖₂
.₄
₆

₈.
₁₈

₀.
₉₂

₃.
₄₀

⊖₁
₉.
₂₂

₂.
₉₄

₁₅
金
属
製
品

⊖₃
.₆
₆

⊖₀
.₁
₀

⊖₀
.₀
₇

⊖₀
.₀
₂

₀.
₅₆

₁.
₁₃

⊖₁
.₁
₆

⊖₀
.₃
₅

⊖₁
.₂
₁

⊖₀
.₈
₇

⊖₁
.₅
₈

₁₆
一
般
機
械

₂.
₆₈

⊖₀
.₀
₁

₀.
₀₁

₀.
₀₁

⊖₂
.₅
₃

₁₁
.₇
₉

₇.
₁₅

⊖₀
.₄
₄

⊖₂
.₂
₅

⊖₁
₀.
₈₁

⊖₀
.₂
₄

₁₇
輸
送
機
械

⊖₇
.₄
₅

⊖₀
.₀
₇

₀.
₁₃

₀.
₀₀

⊖₀
.₄
₇

⊖₃
.₂
₃

₁₄
.₄
₁

₀.
₂₀

⊖₁
₂.
₅₉

⊖₄
.₁
₄

⊖₁
.₇
₀

₁₈
電
気
機
械

⊖₄
.₅
₂

⊖₀
.₀
₇

⊖₀
.₁
₃

₀.
₀₀

₀.
₆₁

⊖₃
.₁
₅

₈.
₄₈

⊖₀
.₁
₈

⊖₄
.₈
₃

⊖₄
.₃
₇

⊖₀
.₈
₈

₁₉
情
報
・
通
信
機
械
・
電
子
部
品

₃₈
.₆
₁

⊖₀
.₀
₄

₀.
₀₀

₀.
₀₀

₀.
₅₄

₁₇
.₆
₃

₂₇
.₂
₇

⊖₀
.₇
₆

⊖₃
.₀
₈

⊖₃
.₄
₇

₀.
₅₁

₂₀
精
密
機
械
及
び
事
務
用
機
器

⊖₀
.₉
₀

⊖₀
.₀
₁

₀.
₅₂

₀.
₀₇

⊖₀
.₆
₂

⊖₁
.₀
₀

⊖₀
.₇
₁

⊖₀
.₁
₁

⊖₀
.₆
₄

₁.
₁₃

₀.
₄₆

₂₁
そ
の
他
の
製
造
業

⊖₃
.₁
₅

⊖₀
.₀
₂

₀.
₀₄

₀.
₀₀

⊖₀
.₁
₁

⊖₁
.₀
₈

₀.
₂₇

⊖₀
.₀
₁

⊖₁
.₁
₉

⊖₀
.₂
₄

⊖₀
.₈
₁

₂₂
電
力
・
熱
供
給

⊖₀
.₇
₄

⊖₀
.₂
₄

⊖₀
.₂
₈

₀.
₀₇

⊖₁
.₁
₈

⊖₁
.₀
₁

₁.
₀₅

₁.
₃₀

⊖₂
.₂
₃

⊖₁
.₆
₀

₃.
₃₇

₂₃
ガ
ス

₀.
₂₇

⊖₀
.₀
₂

⊖₀
.₀
₇

₀.
₀₀

⊖₀
.₀
₂

⊖₀
.₀
₈

₀.
₀₁

⊖₀
.₀
₁

₀.
₇₀

⊖₀
.₀
₃

⊖₀
.₂
₁

₂₄
水
道

₀.
₁₅

⊖₀
.₀
₁

⊖₀
.₄
₁

₀.
₀₀

⊖₀
.₀
₆

⊖₀
.₀
₈

₀.
₀₉

₀.
₀₂

₀.
₀₆

⊖₀
.₂
₁

₀.
₇₅

₂₅
建
設

⊖₉
.₂
₂

⊖₀
.₀
₅

₀.
₀₆

₀.
₀₈

⊖₂
₄.
₀₀

₀.
₃₄

₀.
₀₉

₆.
₉₈

₅.
₆₀

⊖₀
.₀
₆

₁.
₇₃

₂₆
運
輸
業
・
郵
便

₁₃
.₀
₉

⊖₀
.₄
₀

⊖₀
.₅
₁

₀.
₀₆

⊖₀
.₀
₇

₇.
₇₆

₁.
₆₅

₁.
₂₉

₃.
₆₁

⊖₄
.₅
₉

₄.
₂₈

₂₇
商
業

⊖₉
.₉
₄

⊖₀
.₅
₃

⊖₁
.₇
₄

₀.
₀₅

⊖₀
.₈
₈

⊖₂
.₀
₆

⊖₀
.₅
₉

₀.
₂₄

⊖₃
.₅
₀

⊖₂
.₀
₁

₁.
₀₆

₂₈
金
融
・
保
険

⊖₂
.₂
₁

⊖₀
.₆
₈

₀.
₄₅

₀.
₀₆

⊖₀
.₀
₄

⊖₁
₀.
₄₂

₂.
₇₇

₀.
₂₄

⊖₁
.₅
₅

⊖₁
.₇
₉

₈.
₇₄

₂₉
不
動
産

₆.
₇₁

⊖₀
.₂
₆

₁.
₇₆

₀.
₀₈

₄.
₉₅

⊖₁
.₅
₂

₀.
₃₂

₀.
₅₁

⊖₀
.₀
₇

⊖₀
.₃
₆

₁.
₃₀

₃₀
対
事
業
・
対
個
人
サ
ー
ビ
ス

₂₄
.₄
₅

⊖₀
.₄
₇

₁.
₃₅

⊖₀
.₅
₁

⊖₀
.₀
₈

₁.
₃₈

₃.
₂₃

₁.
₇₅

⊖₃
.₆
₀

⊖₃
.₁
₅

₂₄
.₅
₆

₃₁
研
究
・
教
育
・
医
療
・
ス
ポ
ー
ツ

₇.
₅₅

⊖₀
.₁
₄

⊖₀
.₆
₅

₂.
₉₁

⊖₀
.₁
₅

₂.
₀₀

₁.
₁₉

₁.
₁₄

₀.
₅₈

⊖₁
.₅
₂

₂.
₁₈

₃₂
公
務

₁.
₈₅

₀.
₀₀

₀.
₀₀

⊖₀
.₀
₇

₀.
₀₀

⊖₀
.₀
₃

⊖₀
.₀
₈

₀.
₄₁

₁.
₂₆

₀.
₂₄

₀.
₁₁

合
計

₀.
₀₀

⊖₅
.₀
₂

⊖₂
.₄
₈

₃.
₂₄

⊖₂
₈.
₃₀

₁₁
.₄
₁

₆₆
.₂
₇

₁₃
.₉
₉

⊖₁
₃.
₈₁

⊖₈
₃.
₄₀

₃₈
.₁
₀

出
所
）
筆
者
作
成
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表
7
　
₂₀
₀₇
⊖₂
₀₁
₂年
，
上
海
市
経
済
成
長
の

D
PG
要
因
分
析

₂₀
₀₇
⊖₂
₀₁
₂

D
PG

農
村
部
家
計
消

費
要
因

都
市
部
家
計
消

費
要
因

政
府
消
費
要
因

投
資
要
因

域
外
移
出

輸
出
要
因

そ
の
他
要
因

域
外
移
入

輸
入
代
替
要
因
中
間
投
入
変
化

要
因

₁
農
林
水
産
業

⊖₁
.₀

⊖₀
.₁

⊖₁
.₃

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₆

⊖₀
.₅

₀.
₀

⊖₁
.₁

₁.
₅

⊖₀
.₂

₂
石
炭

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

⊖₄
.₉

₄.
₉

₀.
₀

₃
原
油
・
天
然
ガ
ス

⊖₀
.₃

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₁

₀.
₀

₀.
₀

⊖₉
.₈

₉.
₄

₀.
₀

₄
金
属
鉱
物

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₁

₁.
₄

₀.
₉

₀.
₀

₂.
₆

⊖₂
.₉

⊖₂
.₀

₅
非
金
属
鉱
物

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

⊖₂
.₄

₂.
₃

₀.
₀

₆
飲
食
料
品

₂.
₂

₀.
₀

₀.
₂

₀.
₀

₀.
₀

₁₂
.₈

⊖₄
.₆

₀.
₀

⊖₆
.₂

₀.
₁

⊖₀
.₁

₇
繊
維
工
業
製
品

⊖₃
.₆

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

⊖₀
.₁

₀.
₉

₀.
₁

⊖₄
.₉

₀.
₃

₀.
₂

₈
衣
服
・
そ
の
他
の
繊
維
既
製
品

⊖₁
.₇

₀.
₀

⊖₀
.₃

₀.
₀

₀.
₀

⊖₁
.₁

₂.
₉

₀.
₀

⊖₁
.₆

⊖₁
.₀

⊖₀
.₄

₉
製
材
・
木
製
品
及
び
家
具
製
造
業

⊖₁
.₄

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₁.
₄

⊖₀
.₆

₀.
₀

⊖₂
.₂

⊖₀
.₂

₀.
₁

₁₀
パ
ル
プ
・
紙
・
印
刷

₁.
₄

₀.
₀

₁.
₀

₀.
₀

₀.
₆

₃.
₁

⊖₀
.₂

⊖₀
.₄

⊖₁
.₇

⊖₀
.₉

⊖₀
.₂

₁₁
石
油
・
石
炭
製
品
及
び
核
燃
料

⊖₃
.₁

₀.
₀

₀.
₂

₀.
₀

₀.
₄

⊖₃
.₄

₀.
₇

₀.
₂

⊖₁
₀.
₂

₅.
₈

₃.
₂

₁₂
化
学
製
品

⊖₈
.₉

₀.
₀

₀.
₁

₀.
₁

₀.
₀

₂₂
.₁

₀.
₃

⊖₀
.₁

⊖₈
.₁

⊖₂
₁.
₅

⊖₁
.₈

₁₃
窯
業
・
土
石
製
品

⊖₁
.₉

₀.
₀

₀.
₁

₀.
₀

₀.
₂

₁.
₄

⊖₀
.₅

⊖₀
.₁

⊖₂
.₂

⊖₀
.₈

⊖₀
.₁

₁₄
鉄
鋼
・
非
鉄
金
属

⊖₁
₆.
₈

₀.
₀

₀.
₁

₀.
₀

₀.
₀

₅.
₉

⊖₉
.₉

₀.
₂

⊖₂
₉.
₅

₁₇
.₉

⊖₁
.₅

₁₅
金
属
製
品

⊖₄
.₆

₀.
₀

₀.
₁

₀.
₁

⊖₀
.₃

⊖₂
.₁

₃.
₄

₀.
₄

⊖₃
.₄

₀.
₃

⊖₃
.₀

₁₆
一
般
機
械

⊖₆
.₂

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₆

₂.
₉

⊖₁
.₅

⊖₀
.₃

⊖₅
.₅

⊖₂
.₃

⊖₀
.₂

₁₇
輸
送
機
械

₈.
₉

₀.
₀

₀.
₂

₀.
₀

⊖₁
.₅

₃₂
.₈

⊖₂
₁.
₆

⊖₀
.₃

₁.
₅

⊖₃
.₂

₁.
₀

₁₈
電
気
機
械

⊖₇
.₂

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₆.
₉

⊖₉
.₇

₀.
₀

⊖₅
.₉

₁.
₆

₀.
₀

₁₉
情
報
・
通
信
機
械
・
電
子
部
品

⊖₃
₄.
₅

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₈

⊖₁
₃.
₂

₂.
₂

⊖₀
.₇

⊖₁
₆.
₂

⊖₅
.₄

⊖₂
.₀

₂₀
精
密
機
械
及
び
事
務
用
機
器

⊖₂
.₅

₀.
₀

₁.
₀

⊖₀
.₁

₀.
₆

₄.
₁

₁.
₅

⊖₀
.₃

⊖₂
.₁

⊖₁
₁.
₂

₄.
₀

₂₁
そ
の
他
の
製
造
業

⊖₁
.₄

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀

₁.
₅

⊖₁
.₀

₀.
₀

⊖₀
.₉

⊖₀
.₃

⊖₀
.₇

₂₂
電
力
・
熱
供
給

₄.
₀

₀.
₂

₁.
₀

₀.
₀

₀.
₃

₄.
₅

⊖₀
.₄

₀.
₇

⊖₀
.₃

⊖₁
.₀

⊖₁
.₀

₂₃
ガ
ス

₁.
₅

₀.
₁

₀.
₃

₀.
₀

₀.
₀

₀.
₄

⊖₀
.₁

₀.
₀

⊖₀
.₆

₀.
₀

₁.
₄

₂₄
水
道

⊖₁
.₀

₀.
₀

₀.
₁

₀.
₀

₀.
₀

⊖₀
.₁

₀.
₀

₀.
₀

⊖₀
.₇

₀.
₀

⊖₀
.₃

₂₅
建
設

₆.
₃

₀.
₁

₁.
₃

₀.
₀

₃.
₅

₃.
₇

₀.
₄

₀.
₄

⊖₁
.₆

⊖₀
.₂

⊖₁
.₂

₂₆
運
輸
業
・
郵
便

₈.
₁

₀.
₀

⊖₀
.₁

₀.
₀

₀.
₀

₂₉
.₀

₂.
₅

₀.
₂

⊖₁
₄.
₀

⊖₉
.₀

⊖₀
.₅

₂₇
商
業

₄₂
.₈

₀.
₂

₄.
₆

₀.
₁

₀.
₇

₂₇
.₂

₇.
₂

⊖₁
.₂

₆.
₃

⊖₂
.₈

₀.
₆

₂₈
金
融
・
保
険

₅.
₂

₀.
₂

₂.
₃

₀.
₀

₀.
₆

₁₇
.₆

⊖₀
.₇

⊖₁
.₈

⊖₃
.₈

⊖₅
.₂

⊖₄
.₀

₂₉
不
動
産

⊖₃
.₈

₀.
₀

₀.
₁

₀.
₀

₂.
₇

₁.
₉

₀.
₅

⊖₀
.₈

⊖₁
₀.
₀

⊖₀
.₅

₂.
₃

₃₀
対
事
業
・
対
個
人
サ
ー
ビ
ス

₁₈
.₆

⊖₀
.₂

₃.
₅

₀.
₄

₃.
₆

₂₁
.₈

₉.
₉

⊖₃
.₁

⊖₇
.₅

⊖₄
.₆

⊖₅
.₁

₃₁
研
究
・
教
育
・
医
療
・
ス
ポ
ー
ツ

₁.
₀

₀.
₁

₂.
₉

₃.
₄

₀.
₁

₄.
₃

₀.
₆

⊖₁
.₀

⊖₀
.₈

⊖₅
.₂

⊖₃
.₅

₃₂
公
務

⊖₀
.₁

₀.
₀

₁.
₁

⊖₁
.₄

₀.
₀

₀.
₂

₀.
₁

⊖₀
.₅

⊖₀
.₁

₀.
₀

₀.
₄

合
計

₀.
₀₀

₀.
₇₃

₁₈
.₄
₀

₂.
₆₀

₁₃
.₀
₇

₁₈
₇.
₅₃

⊖₁
₇.
₄₄

⊖₈
.₆
₉

⊖₁
₄₇

.₆
₂

⊖₃
₄.
₁₂

⊖₁
₄.
₄₇

出
所
）
筆
者
作
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画の角度からみれば，上海の産業構造の変遷は，まさに国際港運センターと国際貿易センターの

建設という二つの都市発展目標に合致している．特に，域外への移出要因がすでに運輸業・郵便，

商業，金融及び対事業・対個人サービスなどの第三次産業成長の最大の誘発要因となったことは，

長江デルタ地域を含めた域外との総合的な協力開発及び国内貿易をさらに拡大させ，広域の生産

分業の相互依存関係を深め，長江デルタ地域経済統合を加速させることが，今後の上海の国際港

運センター建設，国際貿易センター建設，国際金融センター建設など幾つかの都市発展目標の実

現に決定的な役割を担っていることを極めて鮮明に示唆してくれた．

　表 ₈の分析結果からわかるように，上海の産業構造の変遷と比較すれば，浙江省のリーディン

グ産業の発展趨勢は類似点もあれば，相違点もある．類似点からいえば，金融，商業，対事業・

対個人サービス，不動産，研究・教育・医療・スポーツと運輸業・郵便などのサービス業の成長

の勢いが強烈なものであり，域内生産額 DPGがそれぞれ₁₈.₄，₁₁.₃， ₈ ，₈.₈と₁.₆に達した．しか

し，産業構造のサービス化の特徴は上海ほど著しいものではない．そして，情報・通信機械・電

子部品産業が浙江省のリーディング産業にはならず，上海と江蘇省における同産業が発揮した主

導的な役割と差異があり，長江デルタ地域における同産業の生産分業が行われていることが読み

取れる．

　さらに，相違点をいえば，浙江省の重化学産業部門が速いテンポで顕著に成長し，例えば，石

油・石炭製品及び核燃料（生産額 DPG：₁.₁），化学製品（₁.₆），鉄鋼・非鉄金属（₈.₃），一般機械

（ ₅），輸送機械（ ₈），電気機械（₄.₉）と電力・熱供給（₁₃）などの重化学産業が浙江の経済成長を

積極的に促進させた．

　また，注目に値することは，浙江省の製造業の発展にとっては，域外への移出要因が輸出要因

と同じく重要な誘発効果を発揮したことである．例えば，石油・石炭製品及び核燃料（₃.₄），化学

製品（₈.₅），鉄鋼・非鉄金属（₅.₇）と輸送機械（₇.₉）の域外への移出誘発力がほとんど輸出誘発力

を上回った．まさに，浙江省の工業化経路が単なる国際生産分業のネットワークに依存するだけ

ではなく，同時に国内の生産分業システムに深く頼っていることが反映された．また，そのよう

な発展経路の深化が間違いなく長江デルタ経済統合に適合していることをも示唆している．

　江蘇省の産業構造の変化は，明らかに上海と浙江と違い，製造業の成長は著しくサービス業よ

り速く，産業構造のサービス化趨勢が現れず，依然と工業化重視の発展経路を保っていた．特に，

情報・通信機械・電子部品，鉄鋼・非鉄金属，電気機械，輸送機械と精密機械・事務用機器など

の域内生産額 DPGがそれぞれ₂₂.₇，₂₀.₉，₁₆.₄，₁₁.₈，₄.₂に達し，産業構造が資本集約型と技術

集約型製造業に偏るという特徴が容易に読み取れる．もう一つの重要な特徴は，江蘇省工業化の

海外市場依存度が比較的高いことである．例えば，化学製品（₅.₂），鉄鋼・非鉄金属（₅.₈），一般

機械（₄.₁），電気機械（₅.₁）などの輸出要因がこれらの産業成長に重要な貢献を与えた．特に，情

報・通信機械・電子部品の輸出要因が₁₆.₁に達し，海外需要がこの産業の成長に欠かせない存在に
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₁
農
林
水
産
業

⊖₂
₃.
₀

⊖₇
.₄

₀.
₄

₀.
₁

₀.
₁

⊖₄
.₂

⊖₀
.₅

⊖₀
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⊖₃
.₉

⊖₁
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₂
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⊖₀
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₀
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₀

⊖₀
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₀.
₀
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₀
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₀

₀.
₀

₀.
₀

⊖₀
.₁
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₂

₀.
₀

⊖₂
.₄

₂.
₄

⊖₀
.₁

₄
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⊖₀
.₁

₀.
₀
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₀
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₀
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₀
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₀

⊖₀
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₀
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⊖₀
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⊖₂
.₁
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₀
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₀
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₀
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₀

⊖₀
.₃
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₀

⊖₁
.₈
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₀

₀.
₁

₆
飲
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品

⊖₈
.₄

⊖₅
.₁

⊖₀
.₆
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₀
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⊖₀
.₄
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.₀
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₁

⊖₀
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₂

₇
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業
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⊖₃
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₅

⊖₁
.₄
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₆
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₀
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₂

⊖₆
.₅
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⊖₁
₇.
₂

₈
衣
服
・
そ
の
他
の
繊
維
既
製
品

⊖₁
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⊖₀
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⊖₃
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⊖₀
.₁
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₀

₁.
₆

₃.
₀

₀.
₆

⊖₀
.₇

⊖₀
.₄

⊖₁
.₁
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刷

₂.
₁

⊖₀
.₆
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₉

₀.
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⊖₁
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₁

₀.
₀
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₀.
₂
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₀
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.₈
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.₆
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₆

⊖₂
.₈
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₁
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₄
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₅
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₅

₉.
₇

⊖₁
.₉

⊖₄
.₅

⊖₈
.₇

⊖₁
.₇
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業
・
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製
品

⊖₇
.₀

₀.
₀

⊖₀
.₂

₀.
₀

₀.
₄

⊖₀
.₆

₀.
₈

⊖₀
.₁

⊖₅
.₇

⊖₀
.₁
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⊖₀
.₆
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⊖₀
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⊖₇
.₆
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₇
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.₅

⊖₀
.₇
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₁

₀.
₁

₀.
₅
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₇
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₁

⊖₀
.₆

⊖₁
.₃
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械

₅.
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⊖₀
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⊖₃
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⊖₁
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⊖₀
.₇

₁.
₁

₁₉
情
報
・
通
信
機
械
・
電
子
部
品
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⊖₀
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⊖₂
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⊖₀
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₁.
₅

⊖₁
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械
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₁.
₀

⊖₀
.₁

₀.
₁
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⊖₀
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⊖₉
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⊖₀
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₀.
₀
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⊖₄
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₀.
₀

⊖₁
.₂

⊖₄
.₁
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₁

₂₂
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・
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.₀

⊖₀
.₈

₁.
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₀.
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₀.
₀

₁.
₁
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₀

₀.
₉

⊖₁
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₀.
₁

₀.
₁

₀.
₁
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₀.
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₀.
₀

₀.
₀

₀.
₀
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₀

₀.
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道

₀.
₇

₀.
₀

₀.
₃

₀.
₀

₀.
₀
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₀.
₀

₀.
₀

₀.
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₀.
₀

₀.
₃
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₀
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₁

₀.
₀
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⊖₁
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表
10
　
₂₀
₀₇
⊖₂
₀₁
₂年
，
安
徽
省
経
済
成
長
の

D
PG
要
因
分
析

₂₀
₀₇
⊖₂
₀₁
₂

D
PG

農
村
部
家
計
消

費
要
因

都
市
部
家
計
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費
要
因

政
府
消
費
要
因

投
資
要
因
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移
出

輸
出
要
因

そ
の
他
要
因

域
外
移
入

輸
入
代
替
要
因
中
間
投
入
変
化

要
因

₁
農
林
水
産
業

⊖₃
₀.
₂

⊖₃
.₆

⊖₄
.₆

⊖₀
.₁

⊖₀
.₃

₂.
₄

⊖₀
.₄

⊖₁
₁.
₃
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.₈

⊖₀
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⊖₄
.₈
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⊖₅
.₄

⊖₀
.₁

⊖₀
.₁

₀.
₀

⊖₀
.₂

⊖₃
.₆

₀.
₀

₁.
₂

⊖₂
.₈
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₀.
₁
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₀.
₀
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₀

₀.
₀

₀.
₀
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₀
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₀
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₀
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₀

⊖₀
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₁
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₀
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₁.
₆

₀.
₀
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₀
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₀
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₃.
₄
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₀

₀.
₄
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.₅
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⊖₀
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₀.
₀

₀.
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⊖₀
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⊖₄
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⊖₉
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⊖₁
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⊖₁
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⊖₀
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⊖₂
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⊖₁
.₈

₀.
₁
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.₁
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₁
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₀
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⊖₀
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製
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₁₁
.₈

⊖₀
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₀.
₉

⊖₂
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₉
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₃
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₈

₁₅
金
属
製
品

₄.
₉

⊖₀
.₆

⊖₀
.₃

⊖₀
.₁

⊖₂
.₅

₅.
₇

₁.
₀

₄.
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₃.
₈
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⊖₆
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一
般
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械

₁₁
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⊖₀
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⊖₀
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⊖₈
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⊖₃
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⊖₁
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⊖₃
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⊖₀
.₄

⊖₀
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なっている．上海の同産業の成長要因と比較すれば，域外への移出要因が比較的弱い誘発力しか

発揮していないことがわかる．

　また，上海と浙江との製造業発展の特徴を比較すれば，投資と域外からの移入要因が江蘇省の

製造業発展に対してより良い効果をもたらした．例えば，輸送機械（₃.₇）と電気機械（₄.₉）の投

資要因がほとんど輸出要因に近い，あるいはより大きな誘発効果を発揮したが，上海と浙江との

同産業の発展にはこのような効果がみられなかった．そのほか，江蘇省の化学製品（₁₁.₂），鉄鋼・

非鉄金属（₃.₂），一般機械（₁.₄），輸送機械（₅.₁）などの域外からの移入要因がこれらの産業の成

長を大きく誘発した．したがって，江蘇省の工業化発展のメカニズムが，正しく中国全体の工業

化の発展経路を反映したものである．すなわち，海外市場への販路拡大を通じて外貨稼ぎの産業

を育成しながら，域内の製造業構造に「高加工度化」と「迂回・分業化」を取り入れ，産業間の

中間取引の拡大により生まれる発展のエネルギーを最大限活用し，最終的に産業の生産効率と規

模の経済性を高めていく．このメカニズムがうまく働けば，必然的に追加投資を呼ぶことを通じ

て，産業発展に良い循環的累積効果を作り出すことができる．

　安徽省の産業構造の変化からみれば，安徽省の発展段階と発展経路は明らかに長江デルタその

他の地域と違うことがわかる．第一に，軽工業は依然と安徽省のリーディング産業である．例え

ば，飲食料品（域内生産額 DPG：₁₁.₂），衣服・その他の繊維既製品（₅.₆），製材・木製品・家具製

造業（₂.₉）とパルプ・紙・印刷（₃.₁）は，安徽省のリーディング産業となっている．第二に，輸

出主導型の発展経路が安徽省においてはみられない．パルプ・紙・印刷（₁.₆）と電気機械（₁.₈）

の輸出要因が相対的に大きいこと以外，ほとんどの産業において輸出要因が肝心な誘発力を持っ

ていなかった．第三に，域外への移出要因は安徽省経済成長の大きな誘発力である．例を挙げる

と，域外への移出要因は，飲食料品（₂₇.₁），衣服・その他の繊維既製品（₃.₁），製材・木製品・家

具製造業（₂.₇），化学製品（₅.₁），窯業・土石製品（₃.₈），鉄鋼・非鉄金属（₁₁.₈），金属製品（₅.₇），

輸送機械（₅.₆），電気機械（₁₄.₆），情報・通信機械・電子部品（₃.₆）など大部分の製造業及びすべ

ての第三次産業の成長にとって，最も重要な誘発要因になっていた．言い換えれば，安徽省に

とって，域外の需要市場が経済発展のカギを握っているため，長江デルタ経済統合がうまく進め

ば，産業技術の改良を通じて産業構造のさらなる高加工度化を実現できるだけではなく，工業品

の域外市場への販路拡大を通じて持続的な経済成長も成し遂げられるであろう．

お わ り に

　近年，長期に維持されてきた中国経済の高速成長が新たな常態に入ってきた．実質 GDP成長率

が緩やかな下降傾向を辿っている．特に，₂₀₁₈年の固定資産投資の成長が明らかに下落してしま

い，投資主体の景気予想が反映されている．また，₂₀₁₈年中国 GDP成長に対する対外貿易の寄与
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度がマイナス効果に転じ，かわりに最終消費の成長が実質成長を支える最大要因になった．今ま

で，海外市場依存輸出志向型の成長経路に頼って所得水準の増加と雇用の維持を図ってきたもの

の，中米の貿易関係には政策的な不確実性が高まり，すでに両国の貿易関係，資本市場及び投資

行動に大きな影響を与えたので，これから持続的に所得水準の増加，雇用の維持及び所得分配効

率性の向上を三位一体で実現させるためには，新たな経済成長の戦略として，中国政府が長江デ

ルタ地域経済統合を実質的に促進し始めた．

　これからの長江デルタ地域経済の発展は間違いなく中国経済の「成長の極」のひとつであるが，

本論文は，地域産業連関分析方法を用いて長江デルタ地域に属する「三省一市」の産業構造の変

化が正に長江デルタ地域経済統合に適合していることを検証した．上海の産業構造にはサービス

化が示されただけではなく，成長経路がすでに国内市場依存に変わりつつあることが明らかに

なっている．₂₀₀₈年の世界金融危機以降，主要な先進国の需要不振が長らく続いたことが上海製

造業発展の足かせになり，上海の産業構造がより一層第三次産業に偏り，輸出依存型の発展経路

から国内域外への移出依存型に進路変更を加速させた．上海域外への移出要因がすでに第三次産

業成長の最大の誘発要因となっているので，長江デルタ地域経済統合を加速させることこそ，こ

れからの上海の国際港運センター建設，国際貿易センター建設，国際金融センター建設などの幾

つかの都市発展目標の実現に決定的な役割である．

　浙江省のサービス業成長の勢いは強烈なものであるが，産業構造のサービス化の特徴は上海ほ

ど著しいものではない．そして，情報・通信機械・電子部品産業が浙江省のリーディング産業に

はならず，上海と江蘇省における同産業が発揮した主導的な役割と差異があり，長江デルタ地域

における同産業の生産分業が行われているといえる．また，浙江省の重化学産業部門が速いテン

ポで顕著に成長し，浙江の経済成長を積極的に促進させた．浙江省の工業化経路が単なる国際生

産分業のネットワークに依存するだけではなく，同時に国内の生産分業システムに深く依存して

いる．明らかに，そのような発展経路の深化が間違いなく長江デルタ経済統合に適合している．

　江蘇省の製造業の成長は著しくサービス業より速く，産業構造のサービス化趨勢が現れず，依

然として工業化重視の発展経路を保っていた．江蘇省工業化の海外市場依存度が比較的高く，域

外への移出要因が比較的弱い誘発力しか発揮していない．また，上海と浙江との製造業発展の特

徴を比較すれば，投資と域外からの移入要因が江蘇省の製造業発展に対してより良い効果をもた

らした．これからも，江蘇省の製造業が引き続き長江デルタ地域製造業の対外窓口の役割を担っ

ていくといっても過言ではない．したがって，長江デルタ地域の経済統合がうまく進めば，この

地域対外連絡機能が益々強化されていくはずである．

　安徽省の発展段階と発展経路は明らかに長江デルタそのほかの地域と違い，軽工業は依然と安

徽省のリーディング産業である．そして，輸出主導型の発展経路が安徽省においてはみられない．

特に，域外の需要市場が安徽省の経済発展のカギを握っているため，長江デルタ経済統合が順調
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に深化すれば，産業技術の改良を通じて産業構造のさらなる高加工度化を実現できるだけではな

く，工業品の域外市場への販路拡大を通じて持続的な経済成長も成し遂げられる．

　総じていえば，長江デルタ地域に属する「三省一市」の産業構造が，地域間経済相互依存の深

化に向かって変わりつつある．長年，人口が上海に集中する段階を経て，上海の現況では，賃金，

家賃，土地及び住宅などを含めた生産コストは日増しに高騰し，近年人口増加の勢いも衰え，長

江デルタ地域内における製造業の比較優位が避けられず喪失する一途である．そして，浙江省，

江蘇省及び安徽省の経済発展はそれぞれ独自な特徴を有し，もし，行政的な障壁を少しずつ乗り

越え，都市計画と大型インフラ整備プロジェクトを協力して企画，投資及び実行することを通じ

て，農業，工業，商業及び生活市街地など様々な機能を広域経済圏のレベルで形成させることが

できれば，上海だけではなく，長江デルタ地域全域の生産分業ネットワークをより活性化するこ

とができるであろう．そうなれば，間違いなく中国経済の持続可能な成長がこれからも長続きす

るであろう．
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